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１ 業務処理 

(12)ＩＣＴ活用による業務効率化の余地 

 【現状の問題点】 

   市民税課におけるＲＰＡ導入による業

務効率化の可能性の検討結果より、現行

の業務処理において一定の時間削減効果

が見込まれるため、ＩＣＴ活用による業

務合理化の余地が認められる。 

 【解決の方向性】 

   業務プロセスの改善手法を取り入れな

がら、ＩＣＴ活用による業務合理化を推

進する。 

 

 

 

 市民登録関係手続きにおけるＯＣ

Ｒ活用による職員の業務従事時間削

減について、他都市の実例を令和元

年10月までに調査するとともに、Ｏ

ＣＲ機能の精度、事務の削減時間、

それによる費用対効果から、ＩＣＴ

活用導入の可能性を令和元年12月ま

でに検討し、判断してまいります。 

（市民登録課） 

 

 

○措置済 

令和２年度までは、他市での導入実績のある

窓口支援システムや住民異動届及び各種証明書

交付システムの情報を基に、市民登録課におい

て新規システムの導入及びＡＩ－ＯＣＲ、ＲＰ

Ａの活用を検討してきたところですが、時間外

勤務の削減効果とシステム維持費を比較した結

果、費用対効果等の観点から新規システムの導

入は見送られました。 

令和７年度は、令和２年９月に国から示され

た住民記録システムの「標準仕様書」に基づく

システム更改を実施するほか、ＩＣＴを活用し

た書かない窓口システムを導入し、市民の更な

る利便性の向上と職員の業務効率化を図りま

す。 

 

（市民登録課） 

 

 

「監査結果」と「参考意見」は別葉に作成すること。  


